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Abstract: 
In the 1960' Japan, junior high school graduate labors studied in part time highschool as having technical training in the 
company. But high school education and technical training overlapped each other. So the government started ginō renkei 
(cooperation on technical education) system. In ginō renkei system, high schools gave the credit to technical training in 
companies. By applying ginō renkei system in some high school, the student could get all the credits on industry. In the 
subjects on mechanical technology, mechanical material and engine,etc., ginō renkei system was often used. But in the 
subjects on mechanical design and mechanical measurement,etc., ginō renkei system was rarely used. 
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要旨: 
中卒労働者の多かった1960年代は、企業内で職業訓練を受けつつ、定時制高校に通う青少年も多かった。そこ
で、職業訓練と高校教育の重複を解消するために、技能連携制度が生まれた。技能連携制度は、企業内の職業訓練
所の訓練が、高等学校の単位として認められる制度である。技能連携のみで工業の単位を全て修得できる高校も存
した。機械工作、機械材料、原動機等の科目は技能連携制度が用いられることが多く、機械設計、工業計測等は技
能連携制度が用いられることは少ない。科目の特性によって技能連携利用の状況に違いが見られた。 
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１．はじめに 
 
 近年、日本版デュアルシステム等が提唱され、学
校教育と産業の現場の実習との連携が模索されてい
る。日本版デュアルシステムは、「若者自立・挑戦プ
ラン」に基づいて専門学校・専修学校・職業能力開
発校の職業教育と事業所での就労を組み合わせた人
材育成システムである。この日本版デュアルシステ
ムに注目する理由として、「学校での実習を企業が代
替し学校が座学と普通教育に集中する仕組みを日本
の実情に沿った形でどのように導入するのが良いの
かを図る試金石となりうる」ということが挙げられ
ている1。 
 ただ、学校での教育と企業での実習・訓練の組み
合わせは、1960年代の日本でも様々な形で模索され、
「産学連携」、「連携教育」等の語が用いられた。中
卒就職者の高校進学希望と企業内教育の思惑の交錯2、
教育行政側の後期中等教育の多様化政策等、そこに
は時代の制約もあり、現在に受け継がれているとは
言えない。しかし目的や目標を異にする職業訓練と
学校教育との関係について考えることは、両者の連
携について今後の示唆ともなる。 
 デュアルシステムでは、高校の生徒が一定期間企
業で実習を行う。例えば東京都立六郷工科高等学校
のデュアルシステム科では、2 年次 3 年次、それぞれ
4 か月間「長期就業訓練」が行われて、合計 16 単位
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が認定される3。 
 一方、1960 年代の「連携教育」では、中卒就職者
が企業で働きながら（あるいは、企業内で職業訓練
を受けながら）、高校教育を受ける形をとる。そこで
は、生徒は同時に企業の従業員であり、企業の意思
が「連携教育」に反映される。また、実習や訓練は
一定期間ではなく、長期間4継続的に続く形となる。 
 当時の議論では、学校教育と職場での職業訓練の
重複を省くという点に重点が置かれた。それは、生
徒・中卒労働者にとっては、「二重負担」の解消によ
る負担5の軽減の意味も持たされた（そのため通学日
数は週３日などと少なくなっていた）。そこでは、産
業の現場と学校教育の連携の積極的意義がそれほど
は主張されたわけではなかったように感じる。むし
ろ、重複しないように分担を行ったという意味合い
が強い。 
 高校と企業との連携の方式はさまざまな形が模索
されていた。元木健の「産学連けいの諸類型」6の表
をもとに事例等の部分を追加補充したものを表 1 に
掲げる。 
 
表 1 高校と企業の「連携教育」の諸類型 
類型 制度・内容 事例 
連携方
式（１） 
複数の事業内職業
訓練所との技能連
携 
大阪府立成城高等学
校と事業内職業訓練
所等 10 か所。 
連携方
式（２） 
一か所の事業内職
業訓練所と技能連
携 
東京都立八王子工業
高校と日野自動車工
業高等学園 
埼玉県立川口工業高
校と池貝鉄工川口職
業訓練所 
集団入
学 
企業体が従業員に
高校通信教育を集
団受講させる方
式。面接授業は高
校から企業に教師
が出講する。 
神奈川県立平沼高等
学校とソニー厚木工
場厚木学園 
三角連
携 
事業内職業訓練所
が、高校の定時制
との連携だけでな
く、通信教育の集
団入学も併せて行
う。 
神奈川県立商工高校
〈定時制〉・平沼高校
〈通信制〉と岡村製
作所岡村技能訓練所 
技術高
校 
公共職業訓練所と
定時制高校が連携
し、１年間で職業
訓練修了の資格が
神奈川県立の技術高
校（７校）と公共職
業訓練所（１年次）
と各企業（２～４年
与えられる。２年
次以降は、企業に
就職し、現場実習
の単位を認定。 
次） 
産業高
校 
中小企業の従業員
に対し、教師が現
場を巡回し、現場
実習7の単位を認定
するとともに、仕
事と学習の一体化
を図る 
富山県立高岡産業高
校と高岡市周辺の金
属工場約 50 か所 
委託方
式 
中卒採用者を公立
工業高校の昼間定
時制に通わせ、普
通・専門科目及び
基礎的な実習を委
託する 
兵庫県相生産業高校
と石川島播磨重工 
業界立
学校 
同業界で、その業
界が目的とする内
容の高校を設立
し、各社中卒採用
者を留学させる
か、学校で一般公
募して、会社が奨
学金を与え、卒業
後採用する 
大阪繊維工業高校8と
日本紡績協会 
社立学
校 
企業が学校法人を
設立し、高校教育
を行いながら、会
社としての職業訓
練を施す 
石川島工業高校と石
川島播磨重工 
 
このように「連携教育」にははさまざまな形があ
るが、ここでは「技能連携」を中心に論じる9。「技能
連携」とは、企業内の職業訓練所（事業内職業訓練
所）等の学習を、高校の学習とみなし単位化する制
度10であり11、目的を異にする高校と訓練所が教育内
容上で直接接点をもち、そこでの教育課程上の整合
性や調整について論究していきたい。 
 この技能連携については、制度的な研究や12、個々
の事例の研究はあるが、様々な事例の比較検討につ
いては十分とは言えない。 
本論文では高校の教育課程の上で、この技能連携
がどのような影響を及ぼしているかについて論じる。
そのために、技能連携が行われた高校の様々な教育
課程の比較検討を行う。本論文では、工業に関する
技能連携等に限定して論じる13。それによって、工業
教育における技能訓練の位置づけをも考えることが
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できる。 
また、同じく訓練所と高校の共同の事例として、
技能連携以外にも、技術高校（公共職業訓練所の訓
練を高校の学習として扱い、単位を付与する）の制
度にも触れる。 
 
２．技能連携制度の確立と拡大 
 
2.1．技能連携の議論 
 戦後初期にも、技能連携に相当するような議論は
あった。1949 年の教育刷新審議会建議事項「職業教
育振興方策について」では、「定時制高校と技能者養
成所との提携を密にし、労働省は定時制高校の課程
を技能者要請の一部として認め、文部省は技能者養
成に対し単位制クレヂットを与える措置を講ずるこ
と」と建議された。 
 その後しばらくは、連携に関する議論は見当たら
ないが、かなり早い時期から、財界からの要求とし
ては、技能連携につながる要望は出されていた。日
本経営者団体連盟（日経連）「新時代の要請に対応す
る技術教育に関する意見」(1956 年）14では、 
 
 養成工の向上心に応えるため、必要により定時
制高校・通信制教育とも結びつけ、高等学校修了
の資格を附与する道を開いておくことが望ましい。 
 企業の青少年従業者が昼間職場で労働しながら
毎日夜間に普通課程の高校へ通学する定時制高校
の現状は、地域的業種的に特殊な場合を除いては、
一般的にいって職場の能率の見地からみても、ま
た本人の健康の見地からみても、決して望ましい
ものではない。したがって昼間の職業をもつ青少
年は、労働と教育とが内容的に一致するように、
普通課程よりも職業課程に重点をおくこととし、
また現在通信教育は普通課程のみ実施されている
が、これに職業課程を加えこの職業課程の通信教
育を多分に採り入れて、定時制・通信教育いずれ
でも随意に履修しうることとし、定時制通学の負
担を軽減すべきである。 
 
と主張している。また、日経連は翌年の「科学技術
教育振興に関する意見」では、明確に、「企業内の技
能者養成制度と定時制高校および通信教育との一層
の連携を図ること」を求めている。 
 国レベルの動向では、各種審議会で、連携につい
ての答申が出されている。中教審答申「勤労青少年
教育の振興方策について」(1958 年）では、「夜間の
課程にあって職業に関する課程に学ぶ者にたいして
は、……その教育課程に弾力性をもたせるとともに、
生徒が現に従事している職業との関連を密接にし、
かつ他の教育機関との併修あるいは学習の継続を容
易にすること」という答申が出された。経済審議会
答申「所得倍増計画に伴う長期教育計画報告」(1960
年）では、「産学協同体制の確立」として、「定時制
高校と職業訓練制度との連繋」が主張され、「中等教
育の一環として青少年にたいし高校教育と職業訓練
の二重の負担を軽減するための能率的な運営を行な
い高等学校教育と技能訓練との協同をはかること」
が指摘されている。ただし、この時点では、技能連
携のように、職業訓練を高校の単位として認めると
いうところまでは提起されていない。 
 
2.2．技能連携の先駆的事例 
 この時代から、企業との連携が模索され、実施さ
れたりもしていた。 
 1952 年には、川崎市立鶴見工業高等学校と日本鋼
管鶴見製鉄所との連携が始まった。鶴見工業高校に
日本鋼管の養成工だけを収容する別科が置かれ、学
校では普通教科の全部と専門科目の大部分を行い、
日本鋼管の職業訓練所では、専門科目の一部と実習
を受け持っていた。１年生週 6 日、2 年生 4 日、3 年
生 2 日（いずれも昼間）と、通学日の軽減も行われ
た。三年間で訓練所の訓練と別科を修了するが、高
校卒業のためにはもう 1 年週 1 日夜間通学した15。 
 鶴見工業高校の記念誌によると、「突如として〈昭
和―引用者〉27 年 4 月より別科制度が設置された。
……日本鋼管から機械科学級の委託学生を送り込ん
できた。日本鋼管は主に東北、関東の中卒を募集し、
高等学校を卒業させるというキャッチフレーズで優
秀な学生を集めることに成功した。」とあり、学校と
の議論もあまりないまま、急に連携が進められたよ
うだ。 
 当時は、技能連携の制度もなく、「制度上、法的に
多少の疑問があった（違法であると、先生は語って
居られる）」といわれている。しかし、「勤労青年の
教育に対する熱意で、文部当局も、よかろうという
ことで、労働省直轄技能訓練生教育と、うまくタイ
アップさせ、設立に踏切った訳である。」とある。「文
部省初等中等教育局事務官等の理解ある後押し」も
あったとされている16。 
 この別科も、1962 年には廃止された。高卒の資格
を得ても、職場内の処遇が変わらず、退職したりす
る点が、企業で問題とされたようだ。 
 1955 年には、神戸市立産業高校と阪神内燃機職業
訓練所の連携が、文部省から「実験校」の指定を受
け行われ、職業訓練所の訓練が高校の単位となった。
1962 年度（技能連携の法令が実施される直前）の連
携の実態は表 9 に示すが、表 2 のとおり、訓練所の
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訓練で、高校の単位として認められる部分とそうで
ない部分がある。 
 
表 2 産業高校における訓練所の訓練の単位上の扱
い（数字は単位数） 
 
高校での
学習 
訓練所の訓練 
高校の単位として認め 
られる られない 
応用力学 0 2 1
原動機 4 1 1
電気一般 2 0 1
工場経営 1 1 1
  
一方で、訓練所の訓練では社会や体育も行われ、
一部は高校の学習で代替しているが、すべてを学校
教育にゆだねず、訓練所独自で行っていた部分もあ
った。また、高校には夜間週３日通学であったが、
数学、英語、国語の一部は高校教員が事業所に来て
授業を行う科目もあった17。 
 なお、技能連携制度実施後は、実習、製図、機械
工作、原動機、電気一般が連携科目となっている18。 
  
2.3．技能連携の法的整備 
 2.1．で述べたように、連携教育を望む声は産業界
を中心に強まり、政策のレベルでも議論されてきた。
しかし、技能連携の法制化については、1958 年の第
28 回国会に提出されてより、1961 年の第 39 回国会
で「学校教育法の一部を改正する法律」が成立する
まで、4 回も審議末了となった。初めての国会提出か
ら成立まで、3 年半ほどもかかった。 
 以下は、第 39 回国会(1961 年）の衆議院文教委員
会の趣旨説明より技能連携に関する部分である19。 
 
 高等学校の定時制の課程または通信制の課程に
在学する生徒が、同時にまた事業内訓練施設その
他の技能教育施設において相当組織的な教育を受
け、その成果を上げている場合がありますが、そ
の施設、設備、教員組織、指導内容等が高等学校
と同等以上と認められるときは、これらの技能教
育施設における学習を高等学校における教科の一
部の履修とみなすことといたしました。このこと
により学校と産業界との相互の連係を密にし、技
能教育についての能率を高め、もって科学技術教
育の振興に資することといたしたのであります。 
 
 また、「技能教育についての能率」とともに、「職
場における教育はそれ自体一つの目的があるわけで
ございます。ただこの法律にもございますように高
等学校及び同等以上の施設、設備、教員組織あるい
は内容を持っておるものについてどの程度まで学校
教育の中に取り入れることができるか、これは結局
子供の二重負担を解消したいという趣旨でございま
して……」と述べているように、職業訓練と高校教
育の二重負担の解消も念頭にあった。 
 そして、1961 年の「学校教育法の一部を改正する
法律」により、学校教育法に新たに次の条文が追加
された。 
 
第 45 条の 2 高等学校の定時制の課程又は通信制
の課程に在学する生徒が、技能教育のための施設
で文部大臣の指定するもの20において教育を受け
ているときは、校長は、文部大臣の定めるところ
により、当該施設における学習を当該高等学校に
おける教科の一部の履修とみなすことができる。 
2 前項の施設の指定に関し必要な事項は、政令〈次
に挙げる学校教育法施行令第 33 条―引用者〉で、
これを定める。 
 
それに伴い、学校教育法施行令も改正された。1961
年当時の条文を示す。 
 
第 33 条 〈技能連携教育施設の―引用者〉指定の
基準は、次のとおりとする。 
1. 設置者が、高等学校における教育に理解を有し、
かつ、この政令及びこの政令に基づく文部省令〈次
に触れる「技能教育施設の指定等に関する規則」
―引用者〉を遵守する等設置者として適当である
と認められる者であること。 
2. 修業年限が三年以上であり、年間の指導時間数
が 800 時間以上であること。 
3. 技能教育を担当する者（実習を担任する者を除
く。）のうち、半数以上の者が担当する技能教育に
係る高等学校教諭の免許状を有する者又はこれと
同等以上の学力を有すると認められる者であり、
かつ、実習を担任する者のうち、半数以上の者が
担任する実習に係る高等学校教諭の免許状を有す
る者若しくはこれと同等以上の学力を有すると認
められる者又は 6 年以上担任する実習に関連のあ
る実地の経験を有し、技術優秀と認められる者で
あること。 
4. 技能教育の内容に文部大臣が定める高等学校
の教科に相当するものが含まれていること。 
5. 技能教育を担当する者及び技能教育を受ける
者の数、施設及び設備並びに運営の方法が、それ
ぞれ文部科学省令で定める基準に適合するもので
あること。 
 
「技能教育施設の指定等に関する規則」（文部省令）
では、第 33 条の 5 の基準について、「科目ごとに同
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時に技能教育を受ける者の数が、十人以上であるこ
と」というのがあるが、この「十人以上」という規
定は、事業内職業訓練21（企業の各事業所に置かれた
職業訓練所での訓練）の基準と同一で、「連携対象施
設を認定事業内職業訓練所程度のものにおいてい
た」と言われている22。 
 しかし、基準は示されていても、どのような種別
の施設が技能教育施設に該当するかは、法規上は規
定されていない。文部省側の説明としては、「技能教
育のための施設には、労働省所管のものとして、事
業内職業訓練所、公共職業訓練所、農林省所管のも
のとして、経営伝習農場、農林建設青年隊等、建設
省所管のものとして産業開発青年隊等が包括される
が、各種学校、社会通信教育、場合によっては青年
学級もその範囲と考えられ、概念としてはかなり広
いものである。」としているが、「しかしながら、文
部大臣が、その施設、設備、教員組織、学習内容が
高等学校と同等以上のものと指定するに足る技能教
育の施設は、当面、職業訓練法に基づく認定事業内
職業訓練所が考えられる」としている23。企業と学校
の連携という親点から、技能連携は「産学連携」な
どといわれるが、法規上は、企業そのものでなく、
企業内にある職業訓練所との連携である。 
 技能連携で高校の単位として認められる科目につ
いては、「技能教育施設の指定等に関する規則」で、
「学校教育法施行令第三十三条第四号の文部大臣が
定める高等学校の教科は、高等学校の職業に関する
教科とし、その科目については文部科学大臣が官報
で告示する」とある。表 3 に 1962 年時点の科目の規
定では、工業に関する科目のみが指定されている。
その中の一部を挙げる。この時点ではすべての科目
が技能連携の対象となっているわけではなかった。 
 
表 3 技能連携の指定を受けた科目（一部）（1962 年） 
科 目 の
区分 
指定を受けた科目
指定されなかった
科目 
機 械 に
関する 
科目 
実習、製図、機械
工作、原動機、各
種機械 
機械設計、機械材
料、応用力学 
自 動 車
に 関 す
る科目 
実習、製図、機械
工作、自動車構
造、自動車整備、
原動機 
自動車設計、応用力
学、自動車材料、自
動車試験 
工 業 に
関する 
共 通 科
目 
工業関係法規、機
械・電気、自動車
一般等（〇〇一般
という名称の科
目） 
工場経営 、工業概
説 、工業に関する
その他の科目 
 
 技能連携で修得できる単位数については、「当該高
等学校が定めた全課程の修了を認めるに必要な単位
数のおおむね三分の一以内とする。」と規定された。
卒業に必要な単位数を 87～96 単位とすると、おおむ
ね 29～32 単位までは認められることとなる。上記
「機械に関する科目」で指定されている実習、製図、
機械工作、原動機、各種機械の標準単位数の下限を
合計すると、22 単位となり、おおむね認められた科
目全てを技能連携で修得できるようになっている。 
 しかし、この時点では、後に比べると、技能連携
はかなり限定的なものだったといえる。 
  
2.4．技能連携の範囲の拡大 
 法令の整備は行われたが、さらなる制度の拡大の
要望が出された。日経連教育特別委員会「後期中等
教育に対する要望」(1965 年）24では、「企業内訓練
施設での教育の高等学校単位としての認定の拡大」
として、「現在みうけられる職業訓練所と定時制高等
学校との二重通学による生徒の負担はきわめて軽減
され、学習の能率化、学校と職場との一貫性ある教
育が推進されるであろう」としている。同要望では、
さらに進めて、「一定レベル以上の企業内訓練施設
（認定職業訓練所等）は、技能高等学校として認可
すべきである」と主張している。 
 中教審答申「後期中等教育の拡充整備について」
(1966 年）でも、後期中等教育の多様化が主張され、
高校以外の後期中等教育機関を含めた多様化が議論
された。その中で技能連携にも言及があり、「後期中
等教育機関における学習の成果を一定の条件のもと
に高等学校の単位として認定する道を開くことは、
とくに複雑な事情のもとに学習しなければならない
勤労青少年の向学心を高め、その学習の成果を学校
教育制度の上で評価できる効果がある。」と評価して
いる。 
 その上で、「そのため、現在の高等学校等技能教育
施設との連携制度の趣旨を拡大して各種学校や三で
のべた勤労青少年のための教育機関25までその対象
を広げるとともに、認定できる科目の範囲を拡大す
る。」と述べている。 
 翌 1967 年の「高等学校と他の教育訓練期間との連
携制度に関する調査研究」では、技能連携施設につ
いて、「修業年限が三年以上である等の条件を具備す
るものに限られるため、現実には事業内職業訓練所
を除いては、ほとんどの施設が指定の対象とはなら
ない」として、「制度の趣旨が十分に活用されていな
い状況にある」としている。その上で、上記の中教
審答申にも言及し、「技能教育施設の範囲を拡大し、
連携教育のいっそうの推進をはかることはきわめて
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必要な措置である」と述べている。そこで、技能教
育施設の基準の改正について、「修業年限は一年以上
とすること」、「年間の指導時間数は 680 時間以上と
すること」、工業に関する科目以外にも、家庭、農業、
商業、看護、水産等も連携可能にすること、等を提
言した。 
 この調査研究にもとづき、技能連携に関する条文
が改正され、准看護婦養成所や公共職業訓練所、さ
らに各種学校へと連携が拡大していった。 
 その結果、1967 年までに指定された技能教育施設
は 57 施設なのに対し、1968 年には 8 月 8 日時点ま
でだけで 98 施設も指定されるといったように、技能
連携が拡大していった26。 
 また、1967 年の改正で、技能連携の対象の科目に
ついての規定は、「高等学校の職業に関する教科」と
のみ規定され、科目の制限はなくなった（それゆえ、
准看護学校や各種学校との連携も可能となった）。ま
た、技能連携で修得できる単位数の上限は従来の「当
該高等学校が定めた全課程の修了を認めるに必要な
単位数のおおむね三分の一以内」が、「二分の一以内」
と緩和された。高校の卒業に必要な単位数を 86～96
単位とすると、43～48 単位となり、工業科の科目す
べて（学習指導要領の規定では最低 35 単位）を技能
連携でまかなうことも可能となる。 
 
2.5．技能連携の手続き 
 技能連携の手続きとしては、個々の職業訓練所等
から「技能教育施設指定申請書」、「連携科目指定申
出書」を文部大臣に提出し、技能教育施設、連携科
目の指定を受けることとなる27。 
 高校と職業訓練所との教育課程上の連絡について
は、成城工業高校では、「学年当初に、各訓練所は指
定科目について具体的な年間指導計画を作成し、1
部を学校に提出する。この指導計画は高等学校の学
習指導要領に基づき、各訓練所教育の特色を織り込
んだもの」とされている28。 
 八王子工業高校の事例では、訓練所との間に「連
携計画書」を取り交わし、そこで「主な指導内容と
その配当時間」を定めている（4.6．参照）29。 
 
３．技術高校の概要 
 
3.1．技術高校の概要30 
 神奈川県の技術高校では、事業内職業訓練所では
なく、県立の公共職業訓練所との共同が行われた。
例えば、横浜技術高校と横浜職業訓練所が同じ敷地
に併設されて共同で教育に当たった。 
 事業内職業訓練は通常 3 年間なので、技能連携は 3
年間にわたって行われるのが通常である。技術高校
の場合は、1 年間の公共職業訓練所との併修（相互併
修と呼ばれていた）なので、1 年次は技術高校での学
習と職業訓練所との訓練を同時に行い、2 年次以降は
企業に就職し、企業での作業が現場実習として単位
化される31。 
 技術高校は技能連携制度を用いていない。技術高
校設立時の 1963 年には、2.3．で述べた通り、技能
連携の対象となる施設は「修業年限が三年以上」で
あり、年限が 1 年の公共職業訓練所は含まれなかっ
た。 
訓練所の指導員には、神奈川県教育委員会から「工
業実習」の臨時免許状が交付され32、「教諭」や「助
教諭」の辞令が出され。技術高校の教員としての身
分を持つ33。横浜技術高校では、1971 年度、専任の
教諭 23 人に対し、併任の教諭が 15 人、併任の助教
諭が 17 名いる。これら併任の教諭は職業訓練所の指
導員と考えられる（なお、併設の横浜職業訓練所の
指導員は 39 名）34。 
したがって、職業訓練所での訓練に単位を認定す
るのではなく、職業訓練所の訓練は高校での学習で
もあるという扱いになる。そのため、制度的には、
どれが職業訓練所の訓練の分の単位なのかというの
は明確に規定する必要はないということになる。2.5．
で述べた通り、技能連携制度では、「連携科目指定申
出書」を提出し、技能連携の科目について文部大臣
の認可を受けるのとは対照的である。 
 例えば、川崎技術高校の学校案内には、「技高生の
1 年生は、また訓練生としての所定の職業訓練をうけ
るが、その授業のうちから一定の時間数を高校の単
位として認定する」とのみ書いてあり、何の科目が
職業訓練所の学習に当たるのは明確になっていない。
また、「職訓のどの専門科目が高校の単位として認定
されているのかをほとんど知らなかったし、そうい
う問題に関心を示す教員が少なかった」35と言われて
いる。 
 
3.2．技術高校の学科 
 
 表 4 に各技術高校に設置された学科を示す。 
 
表 4 技術高校の学科 
学校名 横浜
 
川崎
 
平塚
 
大船
 
相模原秦野
 
追浜
 
機械工作科 ○ ○ ○ ○ ○* ○ ○ 
機械仕上科 ○ ○ ○ ○ ○* 
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機械製図科 ○ ○
金属加工科 ○ ○ 
溶接科 ○ ○ ○ ○
自動車整備科 ○ ○
電気工作科 ○ ○
電子技術科 ○ ○
建築製図科 ○
印刷科 ○ 
*1968 年度より 
 
 技術高校の学科は職業訓練所の訓練課程（技術高
校用の課程が設けられた）に対応しており、技術高
校の学科と職業訓練所の学科は同一の名称となって
いる。学科は「機械工作科」のように、1960 年の学
習指導要領で規定されている「工業に関する主な学
科」（機械科、自動車科、造船科、電気科、電子科、
建築科、土木科等）に比べると細分化されているの
がわかる。 
 しかし、細分化されているといっても、学科の独
自性を教育課程上で打ち出すのは難しかったように
思われる。例えば機械仕上科には、いずれの技術高
校にも、機械仕上科独自の科目はなく、一般的な機
械科の科目から原動機等の科目を除いたようなもの
になっている（表 10 参照）。 
学習指導要領上は、「工業に関するその他の科目…
…は，学科の特質，学校や地域の事情などにより，
この表に掲げた科目だけではその学校の教育課程を
編成しがたい場合に用いるものとする。」との規定も
あり、学校独自に科目を設定することもできるが、
それは行っていない。 
 溶接科は、1970 年に設置された兵庫県立姫路工業
高校、武庫工業高校の例はあるが、当時としては非
常に特色のある学科であった。 
川崎技術高校の溶接科では、1966 年度までの教育
課程では、機械実習、機械製図、機械工作、機械材
料、機械応用力学、工業計測、溶接、工業経営、機
械・電気、溶接法規の科目が設置されている。この
うち、溶接法規は学校独自に設定した科目である。
ただし、溶接も溶接法規も、1967 年の教育課程から
廃止された。また、他の技術高校溶接科（追浜、相
模原、平塚）は、どの時期においても、溶接も溶接
法規も設置されていない。 
 学科の細分化に応じた科目の設置がなされず、学
科の独自性を発揮できるような教育課程の編成が困
難だったことがうかがえる。この点が、4.6.で述べる
ように、専門に特化した職業訓練所の訓練との内容
の対応に困難を生じることもある。 
 
4．技能連携の事例 
 
4.1．技能連携の概要 
 技能連携の事例に入る前に、技能連携の概要を示
す。1972 年時点では、技能連携の件数は表 5 の通り
であった36。 
 
表 5 技能連携を行っていた施設の件数 
 施設数 
事業内職業訓練所 82 
公共職業訓練所 26 
各種学校（事業内）37 74  
各種学校（事業内以外） 75 
准看護婦養成所 118 
その他* 15 
合計 390 
*国鉄の鉄道学園、経営伝習農場、公
立の研究所・試験場 
 
 また、技能連携を行っている高校は、72 校であっ
た38。施設数に比べて高校の数は少ないが、広域通信
制高校のように、複数の施設と連携している高校が
あるためである。 
 
4.2．技能連携等の事例の概要 
 事業内職業訓練所との技能連携とともに、公共職
業訓練所との併修の事例（技能連携制度によるもの
ではない）として、神奈川県の技術高校を取り上げ
る。以下、技能連携の制度によらない技術高校の事
例を含めるときは「技能連携等」と称することとす
る。表 6 にそれらの事例を示す。 
 
 
 
表 6 技能連携等の事例の概要 
学校名 連携訓練所 連携開
始年度
週あたり通学日数 制度 
大阪府立成城工業
高等学校39 
事業内職業訓練所8か所
（大企業・中小企業）、
共同職業訓練所402 か所 
63 年 夜間、1年生 3日、2・3年
生 4日、4年生 6日 
技能連携 
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東京都立八王子工
業高校41 
日野自動車工業高等学
園 
64 年 1 年次 4 日半、2・3・4 年
次 4日 
技能連携 
神奈川県立商工高
等学校42 
岡村製作所岡村技能訓
練所 
64 年 週 2日、通信制も併修 技能連携に加え、通
信制の併修43。 
科学技術高等学校44 全国の様々な事業内職
業訓練所等（神奈川県内
の事業所については表
8） 
64 年 面接授業（テレビによる代
替もあり） 
技能連携 
広域通信制高校 
テレビ放送による
授業 
技術高等学校 県立の公共職業訓練所
（1年間） 
63 年 1 年次は午後（午前は訓練
所）、2 年次は 1 日昼間、2
日夜間 
技能連携によらず、
職業訓練所の指導
員を教諭等に任命 
2 年次以降現場実習 
 
4.3．科学技術学園高校の概要 
 科学技術学園高校は、テレビ放送を用いた広域通
信制ということもあり、その概要をまず示す。 
 1960 年には、学校教育法の改正により、高校に、
「通信制の課程のみを置くことができる」、「当該高
等学校の所在する都道府県の区域内に住所を有する
者のほか、全国的に他の都道府県の区域内に住所を
有するものをあわせて生徒とする」ことができるよ
うになった。 
 このような通信制高校を広域通信制高校といい、
日本放送協会学園高校（NHK 学園）や向陽台高校が
あるが、これらの高校は普通科である。ここでは工
業科が置かれていた科学技術学園高校を取り上げる。
当初はテレビ放送を使用して授業を行っていた。設
立の 1964 年から「通信制工高講座」（1966 年度より
工業高校講座）の放送が開始され、日本科学技術振
興財団が設立した東京 12 チャンネルが行った。1973
年には東京12チャンネルが株式会社かつ一般放送局
になったため、放送は終了した45。 
 工業科目については、表 10 の通りだが、以下に示
すように、同じ科目でも、放送授業（表 7）を通じて
高校の学習で単位を取得する場合と、技能連携で単
位を修得することもあった（表 8）。 
 学習指導要領では、通信制の面接指導46は 1 単位に
つき、国語、社会、数学、外国語は 1 単位時間（50
分）、理科 4 単位時間、体育 10 単位時間、保健 1 単
位時間、芸術 4 単位時間、工業「それぞれの科目の
必要に応じて4～10単位時間」等と定められている。
そして、「学校がその指導計画に、教科・科目または
特別教育活動について計画的かつ継続的に行われる
ラジオ放送またはテレビ放送を取り入れた場合で、
生徒がその放送を視聴し、その成果が満足できると
認められるときは、その生徒について、その教科・
科目の面接指導の時間数または特別教育活動の時間
数について、……テレビ放送については 5/10 以内の
時間数を免除することができる。」との規定がある。
47 
 最も放送科目数が多かったの 1966 年で、そのとき
は月~土曜日午前 10 時から 11 時 30 分の間48、1 科
目 22 分の放送を 4 科目放送し、同じ番組を 17 時か
ら再放送していた。表 7 に放送科目を示す。 
 
表 7 科学技術学園高校の放送科目49 
 普通教科ほか 工業科 
週 2回 数学 I 製図 
毎週 1 回
＋月 2回
 電気理論 
原動機 
週 1回 現代国語（1年生）、
現代国語（2年生）、
応用数学、物理 A、 
英語 A 
電子工学、応用力
学、機械工作、機
械材料 
月 2・3回
50 
地理 A 
応用数学演習 
発送配電、電気応
用、電気計測、工
業計測 
月 1回 数 I演習、体育、保
健、特活 
 
さらに、日曜日には再々放送が、電子工学、電気機
器、発送配電、電気理論、原動機、工業計測のみ行
われた。 
 科学技術学園は全国の様々な事業所と技能連携を
行っていた。1970 年の時点では、連携事業所は 49
か所で、そのうち職業訓練所は 44 か所であった51。
その中で神奈川県の事業所の例 14 件を表 8 に示す。 
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表 8 科学技術学園高校と神奈川県下の事業所の職業訓練所との技能連携 52 
 
企業名
 
日立製作所
 
東京芝浦電気
 
芝浦製作所
 
いすゞ自動車
 
トキコ
 
浦賀重工業
 
電源開発
 
荏原製作所
 
連携事業所数
 
（掲載職業訓練所は１９６８年８月８日時点）
5252
 
連携科目
事業所名（連携期間）
53 53 
戸塚工場技能者養成所（
64～
77）
 
川崎工場技能者養成所（
64～
74）
 
横浜工場技能者養成所（
64～
72）
 
堀川町技能者訓練所（
64～
76）
 
鶴見工場技能者訓練所（
64～
74）
 
浜川崎工場技能者訓練所（
65～
74）
 
トランジスタ工場技能者訓練所（
64～
68）
大船工場技能者訓練所（
65～
72）
 
藤沢工場職業
65～※）
 
川崎工場職業訓練所（
65～
83）
 
トキコ産業学校（
65～
68）
 
浦賀工場技能者養成所（
68～
75）
 
電発工業高等学園（
64～）
 
川崎工場技能訓練所（
66～
78）
 
機械材料＊ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 13 
機械工作＊ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 12 
機械製図＊ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 11 
機械実習 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 10 
電気一般 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   9 
原動機＊ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 6 
実技  ○ ○ ○ ○ ○  5 
電気製図＊  ○ ○ ○ ○  4 
電気法規 ○ ○ ○ ○  4 
機械一般 ○ ○ ○  ○ 4 
機械応用力学＊ ○ ○  ○ 3 
電気実習 ○ ○ ○   3 
電気機器 ○ ○ ○  3 
電気応用 ○ ○ ○  3 
工業計測＊ ○  ○ 2 
工業経営 ○  ○ 2 
発送配電 ○ ○  2 
製図＊ 〇   1  
連携科目数 8 5 11 5 13 5 8 5 6 6 4 6 6 9    
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※元資料発行時の 1984 年時点で連携が継続している。 
＊印の科目は、1966 年度には放送授業が行われていた科目（製図に関する科目の放送は「設計製図」として行
われていた。これ以外に、電気理論、電子工学の放送があった。） 
 
4.4．技能連携等が行われていた高校の教育課程 
 技能連携等の実態を示す前に、技能連携等を行っ
ていた高校の教育課程を表 9 に示す。機械系の学科
について比較を行う。表中の向の丘工業高校、小田
原城北工業高校は技能連携は行っていないが、比較
のために掲げた。また、参考のために、2.2.で取り上
げた、技能連携制度成立の前の産業高校の例も入れ
た。 
 学校によって、差が見られるが、技能連携を行っ
ていない定時制と比べると以下の傾向がある。 
卒業に必要な全体の単位数は全般的に少なく、最
低単位のところもある。これは、技能連携のためと
いうより、もともと働きながら学ぶ生徒の負担の軽
減を企図し、登校日数および学習時間も少ないため
であろう。 
普通教科については、工業科であれば連携の有無
に関わらず、国語、社会、保健体育等は最低限の単
位となっている。工業に関係の深い数学、また、英
語については、差が大きい。数学は一般的な工業高
校で見られる 12 単位までは確保できないにしても、 
 
表 9 技能連携等を行っている高校の教育課程 
学校名
 
神戸市立産業高等学校
54 54
神奈川県立商工高等学校
 
神奈川県立商工高等学校
55 55 
東京都立八王子工業高等学校
 
大阪府立成城工業高等学校
 
日本科学技術学園高等学校
 
神奈川県立追浜技術高等学校
 
神奈川県立川崎技術高等学校
 
神奈川県立向の岡工業高等学校（定時制）
56 56 
神奈川県立小田原城北
 
工業（全日制）
57 57 
学習指導要領上の最低単位
 
（職業学科）
* 
学習指導要領上の最低単位
 
（普通科）
* 
学科
 
機械科
 
機械科
 
機械科
 
機械科
 
機械専攻
 
機械科
 
機械工作科
 
機械工作科
 
機械科
 
機械科
 
年度
 
62 65 68 64 64 
64
～
72 
72 67 67頃？ 68 
工業 38 40 36 40 46 47 42 42 49 48 35 ― 
国語 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 12(9) 
社会 10 9 9 9 9 9 9 9 8 9 9 13 
数学 12 10 10 10 8 10 7 7 12 12 9(7)58 9(7) 
理科 6 6 6 7 6 8 6 6 6 8 559 12(11) 
保健体育 9 9 9 9 9 6 9 9 9 9 9 9 
芸術 ⁑ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2(1) 2 
英語 8 8 8 7 4 3 3 3 8 9 3 9 
工業以外
小計 
54 52 52 52 46 45 44 44 53 57 45(42) 66 
合計 92 92 88 92 92 92 86 85 92 105 85 60 
*60～72 年 男子向けの教育課程 ⁑記載がなかった。 
各学校とも特別教育活動が各学年 1 単位があるが、省略した。 ()は「特別の事情がある場合」の最低単位数 
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最低単位数より多めに設定している高校もあるが、
技術高校は「特別の事情」がある場合の最低単位数
となっている。英語はもともと職業学科の場合、学
習指導要領の規定の最低単位数が極めて少なく、そ
のために時間数の差が大きくなっている。 
また、工業の単位数も学校によって差が大きい。
表 10 に工業科の科目を示す。 
 
表 10 技能連携等が行われていた高校の工業の科目（正式な学校名・学科・年度は表 9 の通り）
 産業高校
 
商工高校
(
65 ) 
商工高校
 (
68 )
成城工業
 
八王子工業
 
科学技術学園
 
追浜技術
 
川崎技術
 
向の丘工業
 
小田原城北
 
標準単位数
 
機械実習 10 10 10 25 12 10 26 25 10 13 10 ~25 
機械製図 4 7 6 7 8 10 6 5 7 9 6 ~16 
機械工作 4 4 4 2+(2～4) 3 8 3 5 4 6 2~20 
機械材料 2 2 2 (2～4) 2 3 2 2 2 2~8 
機械設計 7 4 3 4 4 2 5 5 2~12 
機械応用力学 2 4 4 4 5 2 2 3 4 2~8 
原動機 5 3 3 (2～4) 3 4 3 4 2~10 
工業計測  2 2 4  2 2 2 2 2 2~8 
電気一般 2 2 2 (1～4) 2 2 2 2 2 2~6 
機械一般  (2～4)  2~8 
機械電気   2 2~6 
工業経営 2 2 2 2 1 2 2 2~8 
実習以外小計 28 30 24 21 30 37 15 19 29 35 ― 
合計 38 40 36 46 40 47 41 44 39 48 ― 
成城工業の（ ）は、選択科目の単位数を示す。 
 
 技術高校は、実習の単位数が多く、他の科目の単
位数は標準単位数の下限が多い。成城工業高校も実
習の単位が多いが、他の選択科目が多く（連携訓練
所が多岐にわたるため）、履修科目数は他に比べると
少なくなっている。他の高校では、実習は標準単位
数の下限のところもある。訓練所の実習をどこまで
高校の単位として認めるかについては、各学校で大
きな差が見られる。 
 実習以外の科目については、特に傾向を見出すこ
とは難しい。 
 
4.5． 技能連携等の実際 
表 11 技能連携等で修得する単位数（正式な学校名・学科・年度は表 9 の通り） 
            （科学技術学園については資料が得られなかった。） 
「職」は職業訓練所の訓練で取得する単位数。「学」は高校の学習で取得する単位数。 
学校 
産業高校
 
商工高校
(
65 ) 
商工高校
(
68 )
八王子工業
 
成城工業
 
追浜技術
 
川崎技術
 
 
 
 
機械実習 
職 10* 10 10 12 18 14 15
学 0 0 0 0 7 12 6
計 10 10 10 0 25 26 27⁑
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機械製図 
職 0 7 6 8 4 2 2  
 
 
 
学 4 0 0 0 3 3 4
計 4 7 6 0 7 5 6
機械工作 
職 4 4 4 3 2+(2～4) 2 3
学 2 0 0 0 0 0 1
計 6 4 4 3 2+(2～4) 2 4
機械材料 
職 2 2 2 2 (2～4) 1
学 0 0 0 0 0 1
計 2 2 2 2 (2～4) 2
機械設計 
職 2 0 3 0 0 0 0
学 4 4 0 4 4 2 2
計 6 4 3 4 4 2 4
機械応 
用力学 
職 2 0 4 0
学 0 4 0 4
計 2 4 4 4
原動機 
職 1 3 3 3 (2～4)
学 4 0 0 0 0
計 5 3 3 3 (2～4)
工業計測 
職 0 2 0 0 0
学 2 0 4 2 2
計 2 2 4 2 2
機械・ 
電気 
職 
 
 
 
 
2
学 0
計 2
工業経営 
職 1 0  
 
 
0
学 1 2 2
計 2 2 2
機械一般 
職  
 
 
 
 
 
(2～4)
学 0
計 (2～4)
電気一般 
職 0 2 2 2 (1～4) 2
学 2 0 0 0 0 0
計 2 2 2 2 (1～4) 2  
工業全体 
職 22 30 36 30 28 21 22
学 17 12 0 10 18 20 15  
計 39 40 36 40 46 41 43⁑
技能連携で修得で
きる単位の上限⁂ 
― 30 44 30 30 ― ―
*うち、職業訓練所は 1～3 年の 7 単位、4 年次は職場での実習 3 単位。 
⁑ 現場実習 6 単位を含む 。 
⁂  1967 年以前は卒業に必要な単位数の 1/3、1968 年以後は卒業に必要な単位数の 1/2（2.3.、2.4 参照）。 
 
かなりの高校で、上限（卒業に必要な単位数の 1/3
―およそ 30 単位）か、それに近い単位数を技能連携
で取得するようにしている。 
技能連携の単位数が 1968 年度より卒業に必要な
単位数の 1/2 まで拡大してからは、商工高校のよう
に、工業の科目のすべてを技能連携で修得できるよ
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うにもなった。 
技術高校では訓練所の学習で修得できる単位数は
20 単位強と技能連携の高校と比べると少ないが、こ
れは訓練所の期間が 1 年間のみであることを考える
と少なくはない。 
機械工作、機械材料、原動機のように、職業訓練
所に委ねられているのが多い科目と、機械設計、工
業計測のように学校での学習によるのが多い科目が
あり、訓練所の訓練内容を反映していると思われる。 
また、ほとんどの科目は、すべての学習を訓練所
で行うか、学校で行うかのいずれかとなっており、
訓練所と学校の学習を組み合わせて単位を修得する
科目は少ない。その場合も、同一学年で同一科目を
高校と訓練所の両方で学習することはなく、両方で
学習する場合は、それぞれ別の学年となる。例えば、
追浜技術高校の機械製図は、訓練所で 1年次 2単位、
高校で 2 年次 1 単位、4 年次 2 単位、計 5 単位を修
得している。 
 
4.6．職業訓練所の訓練内容と高校の科目との対応 
以下、訓練所の科目名を〈 〉で、高校の科目名
を「 」で表すことにする。 
 職業訓練所と高校の科目の対応については、未詳
の点が多い。八王子工業高校の例を挙げると、「定時
制課程産学協同に伴う連携計画書」では、高校の「機
械工作」に対応する職業訓練所の〈機械工作法〉の
内容は、「機械の製作、鋳造、溶接、塑性加工、切削
加工」計 96時間で 2単位、「精密測定、生産の計画」
48 時間で 1単位、計 3単位となっている。 
 学習指導要領で「機械工作」の内容として規定し
ている以下の 1～10 の内容をおおむね満たしている
と言えるだろう。 
(１)鋳造、(２)溶接、(３)塑性加工、(４)熱処理、
(５)切削加工、(６)特殊加工法・ショットピーニ
ング・電解研磨・放電加工等、(７)測定・試験・
検査 、(８)工作および生産の自動化、(９)生産
方式、(10)その他 
 技術高校についても、前述の通り対応は不明確だ
が、当時の文献にいくつかその事例が見られる。そ
れらを表 12、表 13 に示す。 
 
表 12 技術高校の科目と訓練所の訓練内容の対応
（1）（追浜技術高校―追浜職業訓練所、おそらく
1972 年度）60 
学科 
技術高校の科目
（単位数） 
職業訓練所の訓 
練内容（時間） 
溶接科 機械工作(5) 
電気溶接法(110) 
ガス溶接法(65) 
機械材料(1) 材料(35) 
機械応用力学(1) 機械工作法(35) 
機 械 工
作科 
製図(2) 機械製図(70) 
機械工作(2) 機械工作法(110) 
機械材料(1) 材料(40) 
機械電気(2) 
電気工学大意(20) 
機械工学大意(60) 
 実習については元資料に記載がないが、1 年次の実
習 20 単位のうち 14 単位が訓練所の訓練によるとさ
れている61。 
 追浜技術高等学校溶接科では、職業訓練所の〈電
気溶接法〉と〈ガス溶接法〉で、高校の「機械工作」
5 単位としている。時間数としては整合性があるが、
内容としては、学習指導要領に示された 10 の内容の
うち、溶接 1 つのみしか満たしていない。これは、
溶接科であるにも関わらず、「溶接」の科目がないた
め、訓練所の訓練との対応を取るのが難しくなって
いると言える。また、一方で、訓練所の〈機械工作
法〉が「機械工作」でなく「機械応用力学」に対応
するなどの無理も生じている。なお、同校の機械工
作科の科目「機械工作」は訓練所の「機械工作法」
が対応しており無理な点はない。 
  
表 13 技術高校の科目と訓練所の訓練内容との対応
（２）（おそらく川崎技術高校62―中原職業訓練所、
1967 年度、機械工作科） 
技術高校の科目 
（単位数） 
職業訓練所の訓練内容
（時間） 
機械実習（15） 
基 本 実 習 ・ 応 用 実 習
（（600+374)/2） 
機械製図(2） 機械製図(70) 
機械工作（3） 機械工作法(105) 
機械電気(2) 
材 料 (35) ・ 材 料 力 学
(15) ・ 電 気 工 学 大 意
(15)・機械工作大意(60) 
 〈材料〉に最も合致する科目「機械設計」は、1967
年度の教育課程から廃止されており、対応する科目
を見出しがたい状況にあった。また、〈電気工学大意〉
と〈機械工作大意〉を合わせれば、時間数としては
十分 2 単位を満たす。これは、「機械設計」がないた
め、訓練所の訓練との整合性をつけるために、〈材料〉
を、「機械電気」に対応させていると考えられる。 
 このように、わずかな事例ではあるが、訓練科目
と高校の科目の間に不整合が生じていたことが確認
できる。 
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５．結論と課題 
  
 1962 年に技能連携の制度ができたときは、対象と
なる科目も一部で、対象となる単位数も限られたも
のであった。1967 年に、科目と単位数の制限が緩和
された。実際の技能連携の運用では、ほぼ上限まで
技能連携による単位修得が行われ、制限が緩和され
てからは、工業の科目のすべてを技能連携で修得す
るような高校も見られた。また、技能連携で単位を
修得するか、学校での学習によって単位を修得する
かについては、科目によって傾向がある。 
 今回の論考では、技能連携の実例のごく一部しか
取り上げることができなかった。様々な高校が様々
な職業訓練所と連携しており、今回の調査だけでは
十分にその傾向をつかむことができなった。また、
職業訓練所の訓練のどの部分がどの程度まで技能連
携の対象となったのかについては、十分に解明でき
ていない。そのためには、技能連携を行っている各
職業訓練所の訓練内容の事例の収集が必要となる。 
 
６．むすびに代えて 
 
 技能連携は 1960 年代には盛んに議論され実施さ
れていったが、高卒者の増えていった 1970 年代にな
ると注目を浴びることも少なくなっていった。 
 1960 年代を通じ、高校進学率が上昇していった。
1960 年は進学率 57.7%であったのが、1970 年には
82.1%となった。それに伴い、企業の側も高卒採用に
重点を移すようになっていた。 
企業内の職業訓練もそれに伴い中卒者から高卒者
へとその主となる対象を移し、技能連携の位置も変
容せざるを得なくなった。技能連携は職業訓練所か
ら各種学校へとその場が移っていった63。 
学校教育と職業訓練は、内容として重複する部分
も多いが、それぞれ異なる目的や目標をもち、両者
の連携協力は難しい。技能連携や技術高校の意図と
しては、教育・訓練内容の重複を避けることがまず
第一にあり、教育内容面での連携が十分であったと
は言い難い面もあるだろう。近年、学校と、企業を
含めた地域の様々な組織との連携が模索されている。
学校とは目的を異にする組織とどのように連携を行
い、形式的な連携とならずに、教育の成果を挙げて
いくのかが課題となる。技能連携の事例がそのため
の示唆となるのではないかと考える。 
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